
0

1 頁平成21年 6月 4日  10時57分  作成

06 農林水産業費

01 農業費

03 農業振興費

農林課

作　成　者：財政課　６（簡略番号 ）

平成21年度 001 一般会計

６号補正

2501000000

048906

117

00

0

00

水稲育苗利用助成補助金 活力みなぎる米子

活力ある農業・農村づくり

地域の活力を生み出す産業のまちづ

『産業』がいきいき

0

3,4880000

3,4883,4883,4880

補正後の額補正前の額

0

歳出予算事業概要書

県支出金

19 3,488負担金補助及び交付

款

項

目

所属課ｺｰﾄﾞ

所属課名

内線番号

大事業

中事業

小事業

細事業

調整結果額
うち復活額

国庫支出金 地方債 その他 一般財源

実

施

計

画

財源内訳

部

章

節

細 節

要求額

各　課

一般財源

財源 細節款 項 目 節
本年度の財源内訳節

金 額 金 額区分
１．事業の概要と必要性

２．根拠法令

３．用地の状況

４．基本計画との関連

５．本年度の計画効果

実施計画計上額

目 的 別

性 質 別

６．財源の説明

　業の維持、発展を図ることを目的とする。

○事業計画

　広域育苗施設利用者
（２）実施主体

　諸材料高騰などによる農家負担を軽減し、農業経営の安定化及び本市における稲作農
（１）事業概要及び目的

　７７，５００箱　×　４５円（１３５円／３）＝３，４８７，５００円
　米子市の水稲育苗利用予定数　　７７，５００箱

　上記、１３５円部分を３者（農業者、JA、米子市）で負担。
　差額３００円　（内訳：農薬散布代　１８０円、資材高騰によるもの１３５円）
　平成２１年　水稲育苗代金　９１５円／１箱
　平成２０年　水稲育苗代金　６００円／１箱

○財源説明
　　一般財源

会計 001 一般会計 06款 01項 03目 11700000事業 1頁



0

1 頁平成21年 6月 4日  10時59分  作成

06 農林水産業費

01 農業費

03 農業振興費

農林課

作　成　者：財政課　６（簡略番号 ）

平成21年度 001 一般会計

６号補正

2501000000

049805

118

00

0

00

いきいき直売支援事業 活力みなぎる米子

活力ある農業・農村づくり

地域の活力を生み出す産業のまちづ

『産業』がいきいき

0

8000000

8002,0008000

補正後の額補正前の額

0

歳出予算事業概要書

県支出金

19 800負担金補助及び交付

款

項

目

所属課ｺｰﾄﾞ

所属課名

内線番号

大事業

中事業

小事業

細事業

調整結果額
うち復活額

国庫支出金 地方債 その他 一般財源

実

施

計

画

財源内訳

部

章

節

細 節

要求額

各　課

一般財源

財源 細節款 項 目 節
本年度の財源内訳節

金 額 金 額区分
１．事業の概要と必要性

２．根拠法令

３．用地の状況

４．基本計画との関連

５．本年度の計画効果

実施計画計上額

目 的 別

性 質 別

６．財源の説明

　また、新米子市総合計画において「農作物を購入する際に、地元産を優先する市民の割
合」を平成２２年度に７０％にする目標を掲げており、平成２０年度まちづくりに関する

　生産者グループ等が行う直売活動について、開設・整備等に伴う経費や、市民へのＰＲ

等に要する経費を支援することで、地産地消を促進し、地域の活性化を図る。
　以上のことから、国の一次補正交付金を活用して生産者グループ等が行う直売所の運営
維持していくためには、市民へのＰＲや新たな生産品目等への取り組みが必要である。
市民アンケートの結果では７４．６％と目標値を上回ったものの、これを更に促進したり

中の取り組みとして、地元農産物を販売する直売所等への支援を掲げている。
　本市においては、平成１９年３月に「米子市地産地消推進計画」を策定しており、その

　　＠４０千円　×５団体＝２００千円
　　＠１００千円×６団体＝６００千円
【積算内訳】
　ただし、事業費が５万円未満の場合は全額を補助する。
万円とする）
　※１団体あたり、上記の経費に対し事業費の２/３を補助。（１団体につき、上限１０
等に対し支援する。
に係る経費、パッケージに要する経費、取り扱う生産品目・品種を増やすための取り組み

鳥取県市町村交付金対象事業

会計 001 一般会計 06款 01項 03目 11800000事業 1頁



0

1 頁平成21年 6月 4日  11時00分  作成

06 農林水産業費

01 農業費

03 農業振興費

農林課

作　成　者：財政課　６（簡略番号 ）

平成21年度 001 一般会計

６号補正

2501000000

049806

119

00

0

00

耕作放棄地再生利用緊急対策事業 活力みなぎる米子

活力ある農業・農村づくり

地域の活力を生み出す産業のまちづ

『産業』がいきいき

0

6,0000000

6,0006,0006,0000

補正後の額補正前の額

0

歳出予算事業概要書

県支出金

19 6,000負担金補助及び交付

款

項

目

所属課ｺｰﾄﾞ

所属課名

内線番号

大事業

中事業

小事業

細事業

調整結果額
うち復活額

国庫支出金 地方債 その他 一般財源

実

施

計

画

財源内訳

部

章

節

細 節

要求額

各　課

一般財源

財源 細節款 項 目 節
本年度の財源内訳節

金 額 金 額区分
１．事業の概要と必要性

２．根拠法令

３．用地の状況

４．基本計画との関連

５．本年度の計画効果

実施計画計上額

目 的 別

性 質 別

６．財源の説明

る活動を支援することとなった。
　実施主体は耕作放棄地対策協議会であり、再生に要する経費に応じ10アール当たり3万

　平成２０年度に実施した耕作放棄地全体調査で、２２３ヘクタールの耕作放棄地が判明

成の対象とする。
　また、国の助成対象外である、経費が10アール当たり6万円未満の場合についても、助
ある。
では耕作放棄地対策協議会に対し、農業者負担部分の全額を助成していこうとするもので
れるが、残りは農業者の負担となる。耕作放棄地の解消を強力に推進するために、本事業
円または5万円が国から、10アール当たり1.5万円または2.5万円が県から協議会へ助成さ

ら「耕作放棄地再生利用緊急交付金」を創設し、賃借等により耕作放棄地を再生・利用す
　米子市は、単市事業等で耕作放棄地の解消対策を実施しているが、国では平成21年度か

　　国　18,000千円　　県　6,000千円　　市　6,000千円
（財源内訳）
　　4,000a　　×　6万円/反　＝　24,000千円　　
　再生作業面　　　平均単価　　　　事業費　　　　　
（事業費）

３の解消を計画。
　農振農用地内の耕作放棄地１１８ヘクタールを３年間で解消する計画で、本年度約１/
解消を目標とする。
農用地区域内耕作放棄地を３年間で解消するため、毎年度約４０ヘクタールの耕作放棄地
し、うち１１８ヘクタールが農振農用地区域内に所在する。国の本事業の対象である農振

鳥取県市町村交付金対象事業

会計 001 一般会計 06款 01項 03目 11900000事業 1頁



0

1 頁平成21年 6月 9日  14時24分  作成

06 農林水産業費

01 農業費

04 農地費

農林課

作　成　者：財政課　５（簡略番号 ）

平成21年度 001 一般会計

６号補正

2501000000

037805

045

00

0

00

彦名地区ふるさと農道緊急整備事業 活力みなぎる米子

活力ある農業・農村づくり

地域の活力を生み出す産業のまちづ

『産業』がいきいき

0

0034,40000

34,40034,40034,4000

補正後の額補正前の額

0

歳出予算事業概要書

県支出金

22 34,40011 150需用費 地方 01 02 01 003
12 570役務費 ふるさと農道緊急整備事業
13 23,600委託料
15 工事請負費
17 9,880公有財産購入費
22 200補償補填及び賠償金

款

項

目

所属課ｺｰﾄﾞ

所属課名

内線番号

大事業

中事業

小事業

細事業

調整結果額
うち復活額

国庫支出金 地方債 その他 一般財源

実

施

計

画

財源内訳

部

章

節

細 節

要求額

各　課

一般財源

財源 細節款 項 目 節
本年度の財源内訳節

金 額 金 額区分
１．事業の概要と必要性

２．根拠法令

３．用地の状況

４．基本計画との関連

５．本年度の計画効果

実施計画計上額

目 的 別

性 質 別

６．財源の説明

員５．０ｍに拡幅整備する。
　・総事業費　１４９，０００千円

①事業の計画

　・受益面積１０．０ｈａ
可能となり、良好な営農の確保に寄与する。
　本事業において環状機能を有する農道を整備することにより、効率的な農作物の出荷が
②事業の効果
　・計画延長　１，４７０ｍ

　現在は、幅員が狭く行き止まりとなっている彦名地区の中海護岸沿いの農道を、有効幅
①事業の概要

　用地取得　　　２，６００㎡
　測量設計延長　１，４７０ｍ

平成２１年度取得予定

①財源内訳の積算基礎
　地方債（充当率100%）

会計 001 一般会計 06款 01項 04目 04500000事業 1頁



0

1 頁平成21年 6月 4日  11時28分  作成

06 農林水産業費

03 水産業費

04 漁港建設費

水産振興室

作　成　者：財政課　６（簡略番号 ）

平成21年度 001 一般会計

６号補正

2505000000

003246

001

00

0

00

皆生漁港整備事業 活力みなぎる米子

漁業経営の安定化と効率化

地域の活力を生み出す産業のまちづ

『産業』がいきいき

0

00125,000125,0000

250,000250,000250,0000

補正後の額補正前の額

0

歳出予算事業概要書

県支出金

16 125,0002 給料 都道 02 04 03 004
4 共済費 水産基盤整備事業費等補助金

22 125,0007 賃金 地方 01 02 03 001
9 162旅費 漁港整備事業
11 670需用費
12 59役務費
13 3,000委託料
14 使用料及び賃借料
15 246,000工事請負費
18 備品購入費
19 100負担金補助及び交付
27 9公課費

款

項

目

所属課ｺｰﾄﾞ

所属課名

内線番号

大事業

中事業

小事業

細事業

調整結果額
うち復活額

国庫支出金 地方債 その他 一般財源

実

施

計

画

財源内訳

部

章

節

細 節

要求額

各　課

一般財源

財源 細節款 項 目 節
本年度の財源内訳節

金 額 金 額区分
１．事業の概要と必要性

２．根拠法令

３．用地の状況

４．基本計画との関連

５．本年度の計画効果

実施計画計上額

目 的 別

性 質 別

６．財源の説明

　して国に事業採択を受けた事業であり、年次的に漁港整備を行う。

　計画

　ためにも事業継続が必要である。
　　ついては、航路の維持浚渫費用の縮減、漁業活動の促進等、漁家経営の安定化を図る
　が、漁港開口部における入出港時の波浪、漂砂への対策が急務となっている。
　行ってきた。現在、係留施設整備､港内静穏度の確保については､一定の成果を見ている
　　皆生漁港は昭和59年に漁港指定を受けて以来、年次的に防波堤、係留施設等の整備を
（２）事業の必要性

　　水産物の生産流通機能の増大を図り、水産物の安定供給と漁業地域の活性化を目的と
（１）事業概要

　　され、生産性の向上、漁家経営の安定に資することができる。
　　　漁業活動の安全性の確保、操業の利便性の向上並びに航路浚渫費用の縮減が期待
　効果

　　　事務費　　　　　1,000千円
　　　設計委託　　　　3,000千円
　　　工事費　　　　246,000千円
　　西防波堤工事

　漁港漁場整備法等　関係法令

１　財源内訳
　県補助金(補助率1/2)　　125,000千円
　地方債　　　　　　　　 125,000千円

会計 001 一般会計 06款 03項 04目 00100000事業 1頁
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